
　　　　　　　　北海道被災宅地危険度判定士登録要領
第１章　総則
（趣旨）
第１条　北海道における被災宅地危険度判定士（以下「宅地判定士」という。）の登録及　び被災宅地危険度判定士養成講習会（以下「講習会」という。）の実施並びに被災宅地危険度判定業務調整員（以下「判定調整員」という。）の認定については、被災宅地危険度判定連絡協議会（以下「全国協議会」という。）が定めた被災宅地危険度判定実施要綱（以下｢全国要綱」という｡）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。
第２章　登録
（登録の申請）
第２条　全国要綱第６条第２項の規定によって宅地判定士の登録を受けようとする者は、　別記第１号様式による被災宅地危険度判定士登録申請書に、申請者の資格要件に応じた　次の各号に掲げる書類及び顔写真（縦３センチメートル、横２．５センチメートルで申請日前６ヶ月以内に撮ったもの。以下同じ）を添え、知事に提出しなければならない。
　一　全国要綱第６条第２項第１号に該当する者にあっては、別記第２号様式による資格　　　要件申告書及び同様式に添付することとされている書面
　二　全国要綱第６条第２項第２号に該当する者にあっては、別記第３号様式による実務　　　経験証明書
　三　全国要綱第６条第２項第３号に該当する者にあっては、別記第３号様式による実務　　　経験証明書及び次条第２項の規定による知事の認定通知書
（宅地判定士適格認定）
第３条　全国要綱第６条第２項第３号の規定によって知事の認定を受けようとする者は、　別記第４号様式による被災宅地危険度判定士適格認定申請書を知事に提出しなければな　らない。
２　知事は前項の申請書の提出を受けたときは、申請書の記載事項を審査し、申請者が宅　地判定士として適格であると認めたときは、別記第５号様式による被災宅地危険度判定　士適格認定通知書を申請者に交付するものとする。
（登録）
第４条　全国要綱第６条第３項の規定による宅地判定士の登録は、別記第６号様式の被災　宅地危険度判定士名簿（以下「名簿」という。）に次の各号に掲げる事項を記載するこ　とによって行うものとする。
　一　登録番号及び登録年月日
　二　登録の有効期限
　三  氏名及び生年月日
　四  居住地の住所及び電話番号
　五  勤務先の住所、名称、所属及び電話番号
  六　判定調整員の認定を受けた場合にあっては、その認定年月日
２　全国要綱第６条第３項の規定によって申請者に交付する登録証は、別記第７号様式の　被災宅地危険度判定士登録証（以下「登録証」という。）とする。
（学識経験者等の特例）
第５条　全国要綱第６条第４項の規定による宅地判定士の登録は、知事が同条第２項各号　と同等以上の知識及び経験を有していると認めた者のうちから、本人の同意を得て行う　ものとする。
（登録の更新）
第６条　全国要綱第７条の規定によって宅地判定士の登録の更新をしようとする者は、別　記第８号様式による被災宅地危険度判定士登録更新申請書に、現に有効な登録証及び顔　写真を添え、知事に提出しなければならない。
２  知事は、知事が別途定める資料の配布を受けた登録の更新をしようとする者について、　第９条に規定する講習会を修了した者と同等の知識を有する者と認めるものとする。
（名簿記載事項の変更）
第７条　全国要綱第９条第１項の規定によって名簿記載事項変更を届け出ようとする者　　は、別記第９号様式による被災宅地危険度判定士名簿記載事項変更届出書を知事に提出　　しなければならない。その場合において、登録証に記載された事項に変更が生ずる場合　　は、顔写真を添付するものとする。
（登録証の再交付）
第８条　全国要綱第１０条の規定によって登録証の再交付を申請しようとする者は、別記　第１０号様式による被災宅地危険度判定士登録証再交付申請書に顔写真を添え、知事に　提出しなければならない。
第３章　講習会
（講習会の開催）
第９条　全国要綱第１１条の規定による講習会は、原則として毎年度１回開催するものと　する。
（受講申込書）
第１０条　前条の講習会を受講しようとする者は、別記第１１号様式による被災宅地危険　度判定士養成講習会受講申込書によって受講を申し込まなければならない。
第４章　判定調整員
（判定調整員）
第１１条　全国要綱第１３条に規定する判定調整員は、知事の推薦要請により宅地判定士　の所属長が推薦する宅地判定士のうちから、知事が判定調整員の業務を適正に行うこと　ができると認めた者を認定するものとする。
２　前項の推薦要請及び推薦並びに認定の通知は、別記第１２号様式により行うものとす　る。
３　認定の有効期間は、当該判定調整員の宅地判定士としての登録の有効期間と同一とし、　宅地判定士の登録が更新されたときは判定調整員の認定も更新されたものと見なす。
　附則
　　この要領は、平成１１年７月９日から施行する。
　附則
　　この要領は、平成１６年２月２３日から施行する。
附則
　この要領は、平成２６年３月１４日から施行する。
附則
　この要領は、令和３年９月８日から施行する。
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